
27年第３回定例会提出議案 

 

■ ９月10日 付議事件 

番 号 件  名 要  旨 
付託先 

委員会 

議決

結果

承認第５号 専決処分の承認を求める

ことについて（門真市立

第三中学校給食棟建替工

事請負契約の一部変更に

ついて） 

 平成27年門真市議会第２回定例会において議決を得た門

真市立第三中学校給食棟建替工事請負契約の一部を変更し

ようとするもの 

１ 変更内容 契約金額を169,526,520円（現行

154,646,280円）に変更するもの 

２  専決日  平成27年８月25日   

総務建 

設常任 

委員会 

承認

議案第60号 平成26年度門真市水道事

業剰余金の処分について 

 平成26年度末の未処分利益剰余金から減債積立金に

50,000千円、建設改良積立金に490,000千円をそれぞれ

積み立て、自己資本金への組入として842,555,835円を

組み入れるもの 

決算特 

別委員 

会 

継続

審査

議案第61号 （仮称）門真市立総合体

育館建設工事請負契約の

締結について 

１ 契約金額  3,340,440,000円 

２ 契約の方法 一般競争入札 

３ 契約の相手方 

大阪市西区靭本町一丁目11番７号 

株式会社熊谷組関西支店  

常務執行役員支店長 小川 嘉明 

４ 工 期 議会の議決のあった日から平成29年３月31日

まで 

総務建 

設常任 

委員会 

可決

議案第62号 門真市自転車安全利用に

関するマナー条例の制定

について 

１ 要旨 

  自転車の安全利用の推進に関し、市、自転車利用者等

の責務を明らかにするとともに、自転車の安全利用に関

する施策の基本となる事項を定めることにより、自転車

の安全利用に関する教育、啓発等及び環境の整備等を図

るための諸施策を推進し、もって市民の交通安全の確保

に寄与するため制定するもの 

２ 施行日 平成28年１月１日 

総務建 

設常任 

委員会 

可決

議案第63号 門真市個人情報保護条例

の一部改正について 

１ 要旨 

  行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第31条の規

定により、本市が保有する特定個人情報の取扱い等を定

めるため所要の改正を行うもの 

２ 施行日 

  平成27年10月５日及び行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律附則第１条第

５号に掲げる規定の施行の日 

総務建 

設常任 

委員会 

可決

議案第64号 一般職の職員の退職手当

に関する条例の一部改正

について 

１ 要旨 

  被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保

険法等の一部を改正する法律（平成24年法律第63号）

の施行に伴う地方公務員等共済組合法の一部改正に伴

い、引用法律の整備を行うもの 

２ 施行日 平成27年10月１日 

総務建 

設常任 

委員会 

可決



議案第65号 門真市手数料条例の一部

改正について 

１ 要旨 

  行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の施行

に伴い、通知カード及び個人番号カードの再交付に係

る手数料を徴収するため所要の改正を行うもの 

２ 施行日 平成27年10月５日及び平成28年１月１日 

民生常 

任委員 

会 

可決

議案第66号 門真市家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部

改正について 

１ 要旨 

  児童福祉施設最低基準の一部を改正する省令及び家

庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部を

改正する省令（平成27年厚生労働省令第63号）の施行

に伴い所要の改正を行うもの 

２ 施行日 公布の日 

文教常 

任委員 

会 

可決

議案第67号 平成27年度門真市一般会

計補正予算（第５号） 

既定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ622,267千円を

追加し、予算の総額を歳入歳出それぞれ58,102,486千円

とする。 

１ 歳入歳出予算補正 

⑴ 歳入（歳入補正の内容） 

地方交付税・地方交付税    △205,614千円 

使用料及び手数料・手数料      352千円 

国庫支出金・国庫補助金       3,980千円 

国庫支出金・委託金          519千円 

繰入金・基金繰入金        370,000千円 

諸収入・受託事業収入       3,024千円 

諸収入・雑入           5,051千円 

市債・市債             27,717千円 

繰越金・繰越金          417,238千円 

⑵ 歳出（歳出補正の内容） 

総務費・総務管理費        245,728千円 

総務費・徴税費          20,000千円 

民生費・社会福祉費             39,007千円 

民生費・児童福祉費         435千円 

民生費・生活保護費            306,043千円 

衛生費・保健衛生費         1,057千円 

消防費・消防費           4,282千円 

教育費・教育総務費        1,575千円 

予備費・予備費           4,140千円 

２ 地方債の補正 

変更分 

目的 緊急防災・減災事業 

限度額 18,300千円→ 22,500千円 

 

目的 臨時財政対策 

限度額 2,209,000千円→ 2,232,517千円 

総務建 

設常任 

委員会 

 

民生常 

任委員 

会 

 

文教常 

任委員 

会 

可決

議案第68号 平成27年度門真市国民健

康保険事業特別会計補正

予算（第３号） 

既定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ10,801千円を追

加し、予算の総額を歳入歳出それぞれ23,392,190千円と

する。 

１ 歳入歳出予算補正 

⑴ 歳入（歳入補正の内容） 

前期高齢者交付金・前期高齢者交付金 

45,296千円 

民生常 

任委員 

会 

可決



諸収入・雑入          △34,495千円 

⑵ 歳出（歳出補正の内容） 

諸支出金・償還金及び還付加算金  25,577千円 

繰上充用金・繰上充用金     △14,776千円 

議案第69号 平成27年度門真市公共下

水道事業特別会計補正予

算（第２号） 

既定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ152,579千円を追

加し、予算の総額を歳入歳出それぞれ8,747,261千円と

する。 

１ 歳入歳出予算補正 

⑴ 歳入（歳入補正の内容） 

繰越金・繰越金           152,579千円 

⑵ 歳出（歳出補正の内容） 

予備費・予備費           152,579千円 

総務建 

設常任 

委員会 

可決

議案第70号 平成27年度門真市水道事

業会計補正予算（第２

号） 

既定の債務負担行為をすることができる事項、期間及

び限度額を次のとおり追加する。 

目 的 水道資産台帳調査業務 

期 間 平成27年度～平成28年度 

限度額 13,500千円 

総務建 

設常任 

委員会 

可決

議案第73号 平成27年度門真市一般会

計補正予算(第６号) 

既定の歳出予算の総額58,102,486千円の範囲内で更正

する。 

１ 歳入歳出予算補正 

⑴ 歳出（歳出補正の内容） 

総務費・総務管理費                  993千円 

予備費・予備費                    △993千円 

民生常 

任委員 

会 

可決

議案第71号 教育長の任命について 三宅 奎介委員（教育長）の辞職に伴うもの － 同意

議案第72号 教育委員会委員の任命に

ついて 

藤原 定壽委員の任期満了（平成27年９月30日）に伴

うもの 

－ 同意

認定第１号 平成26年度門真市歳入歳

出決算認定について 

一般会計外５会計 決算特 

別委員 

会 

継続

審査

認定第２号 平成26年度門真市水道事

業会計決算認定について 

 決算特 

別委員 

会 

継続

審査

 

■ ９月25日 付議事件 

番 号 件  名 要  旨 
付託先 

委員会 

議決

結果

議員提出

議案第７号 

地方創生に係る新型交付

金等の財源確保を求める

意見書 

 

【提出者】 

 門真市議会議員 

 中道  茂 

 高橋 嘉子 

 福田 英彦 

 岡本 宗城 

 土山 重樹 

 今田 哲哉 

将来にわたっての「人口減少問題の克服」と「成長力

の確保」の実現のためには、総合戦略の政策パッケージ

を拡充強化し、「地方創生の深化」に取り組むことが必

要である。 

政府は６月30日、平成28年度予算に盛り込む地方創生

関連施策の指針となる「まち・ひと・しごと創生基本方

針2015」を閣議決定した。 

今後は、全国の自治体が平成27年度中に策定する「地

方版総合戦略」の策定を推進するとともに、国はその戦

略に基づく事業など“地域発”の取り組みを支援するた

め、地方財政措置における「まち・ひと・しごと創生事

業費」や平成28年度に創設される新型交付金など、今後

５年間にわたる継続的な支援とその財源の確保を行うこ

  － 可決



とが重要となる。 

よって政府においては、地方創生の深化に向けた支援

として、下記の事項について実現するよう強く要請す

る。 

記 

１ 地方財政措置における「まち・ひと・しごと創生事

業費」と各府省の地方創生関連事業・補助金、さらに

は新型交付金の役割分担を明確にするとともに必要な

財源を確保すること。 

２ 平成27年度に創設された「まち・ひと・しごと創生

事業費（１兆円）」については、地方創生に係る各自

治体の取り組みのベースとなるものであるから、恒久

財源を確保の上、５年間は継続すること。 

３ 平成28年度に創設される新型交付金については、平

成26年度補正予算に盛り込まれた「地方創生先行型交

付金」以上の額を確保するとともに、その活用につい

ては、例えば人件費やハード事業等にも活用できるな

ど、地方にとって使い勝手のよいものにすること。 

４ 新型交付金事業に係る地元負担が生じる場合は、各

自治体の財政力などを勘案の上、適切な地方財政措置

を講ずるなど意欲のある自治体が参加できるよう配慮

すること。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出す

る。 

平成27年 月 日 

門真市議会 

内閣総理大臣 

財   務  大  臣      

 総  務  大  臣 

地方創生担当大臣 

 

各宛て 


